(IMT-2000)

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37

38
39

40
41



42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53

54

55
56
57
58
59
60
61
62

63
64

65
66
67
68
69
70

71
72

73

74

75
76



77
78

79

80
81
82
83
84

85

86
87
88
89
90
91
92

93
94
95
96
97
98
99
100

101
102
103
104
105

106

107
108
109
110



1

®)

O







3)







3)

f (b)

O




O







1 (3)

1 (3)

d







O

@)
)

1C




14

10

12

3)

1




®)

O




d




O

14




O




22

O

1€




O

1i




O

1€




(IMT-2000)

O




O




u
O
O

http://www._soumu.go.jp/kyoutsuu/jouhouka6.html

http://www._soumu.go.jp/joho_tsusin/joho_tsusin.html

2]







O




O

24




O




2




2i




O

2




O




O
|

14

10

13




)

31










100

O







O




u
O
O

13 10

13.10.24

3i




O

14




@)
)
3)
)
)

d

14




O

14




[
O

13 10

13.10.24

41




M V/m  at3m
7 49 27
500p V/m at3m
O ] O
O O
O | ]

14




O

14







7.3.27

4.1.20
55.11.18 45
.
13 9 21 -(2)
2002
13 11 7 4-(1)
| | O O
O O
[ | O
14
14 28

2002




13 9 21 -(2)
2002
13 11 7 4-(1)
O | | O O
|
O
14 3 28




)

47




1998.2

O




OECD




assumptions

financial

O




IT
1-G. approval
N E))
|
O O
] O

51




1-H.

|
O O
0O O




O




1

3)




3)




closed deliberations

13




1

3)

57




1

3)




(0SS)

)

O

5¢




1

3)

13

62




61







O




(

13

62




(

)

13

62







O

67










2001

2001

3) a (d )

u
O
O

13 62

I




vV-C.
V-E
V-F
3) (a) )
|
O O
O O

71




d







74




(sub-loops)




O
V-D
|
n m
m O

7€




http://www.e-gov.go.jp/

23

http://www._soumu.go.jp/comment/index.html

11




6000

implicit benefits

LRIC

7€




O




3)

14

13

11

22

30

14




81




4.1.20

e-japan

e-japan

14

14

2002

28







3) (@)

15




Expert Group

IT
1992 (0ECD)
] O
O O
O O
ICCP ISP







8i




(3)

(2)

(1)

3)

3)

13

62










[
O
O

a







e Japan (3)3

2001
e Japan2002 3)
IT
o
O
n O

O O
| O




3)

23

O




24

O




O




450kHz

2MHz
100
450kHz
13
2MH  30MHz
14
| ] 0O
]
O
14
30MHz

9i




3)

12 11 27

13

(10.525GHz

)




EC




100




[¢]

o O O ©O

447 699 11

152

101



234

214

102




234

234

103




104




105




)

13

13 11

106




d

107




O

2_4GHz

25GHz 1GHz

22GHz

26GHz

38GHz

108




450kHz

2MHz
100
450kHz
13
2MH  30MHz
14
| ] 0O
O u
O O
14
30MHz

109




O

110




	ＩＴ関係
	一種・二種事業区分の廃止
	競争的な接続料設定制度の導入
	相互接続におけるアンバンドル化
	接続サービスの基準条件の設定と認可要件の廃止
	ＮＴＴに係る外国人役員制限の撤廃
	関係者の規制見直しへの参加
	相互接続料金及び回線使用料の規制緩和
	競争的事業者への規制緩和
	支配的事業者規制の強化
	自由かつ公正な競争の促進の行政への義務づけ
	設備・業務区域・役務種類変更許可並びに役務区分の廃止
	指定電気通信設備以外の接続に関する協定届出の廃止
	外国政府・企業等との協定等の認可の廃止
	会計報告義務の廃止
	親子・兄弟会社間の合併認可の廃止
	会社分割による新会社設立にあたっての参入許可等の不要化
	第一種電気通信事業者による衛星中継器の短期使用の容認
	ＮＴＴの経営に直接介入する規制の廃止
	次世代携帯電話(IMT-2000)端末のインタフェースの開示
	無線インターフェースによる相互接続の容認
	情報公開の充実（審査基準等のホームページ上での充実）
	書面によらない契約約款等の掲示の容認
	統計資料の開示内容の充実
	自家用電気工作物の用に供する有線電気通信設備の届出の廃止
	放送事業における外国性排除（外資規制）の緩和
	ＣＳ委託放送事業に関するマスメディア集中排除原則の適用除外化
	ＣＳ委託放送事業に関する番組規律の緩和
	受託放送事業の料金規制等の撤廃
	データ放送符号化識別子の指定の見直し
	放送に関するスクランブルの二重化
	通信と放送の融合に対応した制度整備
	周波数利用の柔軟化
	放送・通信サービス料金に関する規制の緩和
	高周波利用設備の設置規制の緩和
	管轄が異なる航空機局間での共通予備無線機運用の容認
	無線ＬＡＮの利用帯域の拡大と屋外利用の容認
	啓発目的の出展に係る無線局免許に関する取り扱いの徹底（非接触型ＩＣカード）
	無線局開設の一括申請化（非接触型ＩＣカード）
	技術基準に適合する無線機器に関する無線局事項書及び工事設計書の記載事項、添付書類の削減（非接触型ＩＣカード）
	無線局の開設申請費用の軽減（非接触型ＩＣカード）
	無線局の変更手続きの簡易化（非接触型ＩＣカード）
	技術基準の見直し（非接触型ＩＣカード）
	免許不要範囲の拡大（非接触型ＩＣ カード）
	地方税の電子申告・納付様式の全国統一化
	情報システムに関する政府調達制度の改善
	民間の契約慣行に合致した条件の政府所定契約への採り入れ
	固定資産税現況調査について
	独立規制機関の設置
	競争的事業者への規制緩和
	競争的事業者への規制緩和
	競争的事業者への規制緩和
	競争的事業者の規制緩和
	競争的事業者への規制緩和
	規制の独立性強化（電気通信事業紛争処理委員会への監査命令権限等の付与）
	規制の独立性強化（電気通信事業紛争処理委員会への差し止めによる救済措置等を行う権限の付与）
	規制の独立性強化（電気通信事業紛争処理委員会の非公開審議の創設）
	規制の独立性強化（委員会の決定の公表）
	支配的事業者及び競争上の安全策
	支配的事業者及び競争上の安全策
	市場支配的な事業者に対する約款提出義務と価格設定濫用の評価手段
	支配的事業者規制および競争確保のための措置
	支配的事業者規制及び競争確保のための措置（無線着信料金）
	市場支配力を有する事業者の付加価値サービス提供に際しての関係分離要件の導入
	市場支配力を有する事業者に対する特別な会計・報告ルールの導入
	報告義務を含めた競争関係実施測定基準の設定及び基準不履行への金銭的罰則
	相互接続（ＩＳＤＮ回線上の発信、着信に課している接続料金の廃止）
	相互接続（ノン・トラフィック・センシティブ・コスト）
	相互接続（割増料金等）
	接続料（相互接続における利用者料金の設定）
	線路敷設権と既存事業者設備へのアクセス（ＮＴＴ が保有する電柱等へのアクセスの義務化等）
	線路敷設権と既存事業者設備へのアクセス（利用条件のコストベース化等）
	線路敷設権と既存事業者設備へのアクセス（相互接続義務の拡大）
	線路敷設権と既存事業設備へのアクセス（光ファイバーケーブルの敷設に係る離隔距離制限の緩和）
	再販・アンバンドリング（全ての卸売サービス製品の卸売料金での提供の義務化）
	再販・アンバンドリング（長期増分費用方式でのアクセス提供の義務化）
	コロケーション
	透明性（規制措置に関する透明度とアクセス性の向上）
	ユニバーサルサービス
	国際インターネットサービス政策（ＩＣＡＩＳ （インターネット国際回線費用負担））
	法的枠組みの設立及び強化（インターネットサービスプロバイダー等の責任ルールの整備）
	電子商取引の促進（電子署名）
	電子政府の促進
	電子政府の促進
	電子政府の促進
	ネットワークセキュリティー（インターネットの統合性を保全するための国際的な協力に関する問題で協調をはかる。）
	ネットワークセキュリティー（インターネットの統合性を保全するための国際的な協力に関する問題で協調をはかる。）
	支配的事業者の指定及び市場の定義の作業の分業化
	反競争的行為や所有顧客情報悪用の防止の徹底、指針の明確化
	ローカルループのアンバンドル
	ユニバーサルサービス
	線路敷設権に関する規制の速やかな採択
	自動車の生産・販売・流通に係る諸行政手続き等の電子化
	通信事業者による放送コンテンツ配信に関する著作権法上の権利処理の簡素化
	ＮＨＫのＢＳデジタル放送のスクランブル化
	地上放送のデジタル化推進に関する必要な措置
	ＩＴ関連の国の補助事業の手続きの簡素化
	電力線を通信媒体とした通信方式の規制の緩和
	Ｘバンド使用に関する規制緩和
	電子決済業務の制度整備
	自動車の生産・販売・流通に係る諸行政手続き等の電子化
	自動車の生産・販売・流通に伴って必要となる諸行政手続き等の電子化の早期実現等
	国・地方自治体等のリース契約の取扱い
	地方自治体における入札参加資格審査申請手続の統一化・電子化等
	自動車の生産・販売・流通に係る諸行政手続き等の電子化
	納税事務手続の簡素化
	行政への提出書類の保存・申告・申請・届出手続の電子化、ペーパーレス化
	全通信料金の定額化　携帯電話通信料の定額化（他サービスは別料金）、端末買替えの容易化
	無線インターネット事業に利用可能な周波数の確保
	電力線を通信媒体とした通信方式の規制の緩和に反対
	インマルサット船舶地球局の免許人指定の見直し


